
①有形固定資産の明細 （単位：円）

②有形固定資産の行政目的別明細 （単位：円）
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【様式第５号】

附属明細書（普通会計）
１．貸借対照表の内容に関する明細

　※下記以外の資産及び負債のうち、その額が資産総額の100分の5を超える科目についても作成する。

（１）資産項目の明細

本年度償却額
（F)

差引本年度末残高
（D)－（E)

（G)
 事業用資産 33,313,244,082 294,014,871 0 33,607,258,953 15,818,687,215 632,184,644 17,788,571,738

区分 前年度末残高
（A）

本年度増加額
（B）

本年度減少額
（C）

本年度末残高
（A)＋（B)-（C)

（D）

本年度末
減価償却累計額

（E)

0 8,894,093,366

　　立木竹 0 0 0 0 0 0 0

　  土地 8,618,329,695 275,763,671 0 8,894,093,366 0

467,348,959 5,199,351,422

　　工作物 5,951,680,017 18,251,200 0 5,969,931,217 2,488,641,124 158,060,335 3,481,290,093

　　建物 18,365,623,070 0 0 18,365,623,070 13,166,271,648

0 0

　　浮標等 0 0 0 0 0 0 0

　　船舶 0 0 0 0 0

0 0

　　その他 266,811,300 0 0 266,811,300 163,774,443 6,775,350 103,036,857

　　航空機 0 0 0 0 0

0 110,800,000

 インフラ資産 0 42,999,966 0 42,999,966 0 0 42,999,966

　　建設仮勘定 110,800,000 0 0 110,800,000 0

0 42,999,966

　　建物 0 0 0 0 0 0 0

　　土地 0 42,999,966 0 42,999,966 0

0 0

　　その他 0 0 0 0 0 0 0

　　工作物 0 0 0 0 0

0 0

 物品 59,963,930 2,760,840 2,100,000 60,624,770 49,580,625 3,395,415 11,044,145

　　建設仮勘定 0 0 0 0 0

635,580,059 17,842,615,849

区分
生活インフラ・

国土保全
教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務

合計 33,373,208,012 339,775,677 2,100,000 33,710,883,689 15,868,267,840

合計

 事業用資産 1,540,860,568 13,648,896,239

　　立木竹 0 0

　　土地 784,579,458 7,741,659,537

　　工作物 0 1,255,618,362

　　建物 733,868,310 4,465,483,112

　　浮標等 0 0

　　船舶 0 0

　　その他 22,412,800 75,335,228

　　航空機 0 0

 インフラ資産 0 0

　　建設仮勘定 0 110,800,000

　　建物 0 0

　　土地 0 0

　　その他 0 0

　　工作物 0 0

1,632,897合計 1,540,860,568 13,655,225,916
 物品 0 6,329,677 1,632,897

　　建設仮勘定 0 0



　

③投資及び出資金の明細 （該当なし）

市場価格のあるもの （単位：円）

銘柄名 株数・口数など
（A）

時価単価
（B）

貸借対照表計上額
（A）×（B)

（C)
取得単価

（D)

取得原価
（A）×（D)

（E)

評価差額
（C）－（E)

（F)

（参考）財産に関する
調書記載額

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）に対するもの　（該当なし） （単位：円）

相手先名
出資金額

（貸借対照表計上額）
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)

投資損失引当金
計上額

（H)

（参考）財産に関する
調書記載額

合計

市場価格のないもののうち連結対象団体（会計）以外に対するもの　（該当なし） （単位：円）

相手先名 出資金額
（A)

資産
（B)

負債
（C)

純資産額
（B）－（C)

（D)
資本金

（E)

出資割合（％）
（A）/（E)

（F)

実質価額
（D)×（F)

（G)
強制評価減

（H)

貸借対照表計上額
（Ａ）－（Ｈ）

（Ｉ）

（参考）財産に関す
る

調書記載額

合計



④基金の明細　（該当なし） （単位：円）

財政調整基金

減債基金

合計

⑤貸付金の明細　（該当なし） （単位：円）

貸借対照表計上額
徴収不能引当金

計上額
貸借対照表計上額

徴収不能引当金
計上額

地方公営事業

一部事務組合・広域連合

地方独立行政法人

地方三公社

第三セクター等

その他の貸付金

合計

(参考)財産に関する
調書記載額

相手先名または種別
長期貸付金 短期貸付金

（参考）
貸付金計

種類 現金預金 有価証券 土地 その他
合計

(貸借対照表計上額)



（該当なし）

⑥長期延滞債権の明細　（普通会計） （単位：円） ⑦未収金の明細　（普通会計） （単位：円）

相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額 相手先名または種別 貸借対照表計上額 徴収不能引当金計上額

【貸付金】 【貸付金】

その他の貸付金 その他の貸付金

小計 小計

【未収金】 【未収金】

税等未収金 税等未収金

その他の未収金 その他の未収金

　清掃手数料 0 0

　管理料 10,560

小計 小計 10,560 0

合計 合計 10,560 0



（２）負債項目の明細（普通会計）

①地方債（借入先別）の明細 （単位：円）

うち1年内償還予定 うち共同発行債 うち住民公募債

【通常分】 1,583,893,589 205,363,377 648,930,433 0 0 854,215,527 0 0 0 80,747,629

　　一般公共事業 310,200,000 13,657,070 310,200,000

　　公営住宅建設 0

　　災害復旧 0

　　教育・福祉施設 708,767,580 170,373,515 640,608,565 0 6,702,056 61,456,959

　　一般単独事業 105,162,752 9,537,658 88,872,082 16,290,670

　　その他 459,763,257 11,795,134 8,321,868 448,441,389 3,000,000

【特別分】 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　　臨時財政対策債 0

　　減税補てん債 0

　　退職手当債 0

　　その他 0

合計 1,583,893,589 205,363,377 648,930,433 0 0 854,215,527 0 0 0 80,747,629

市場公募債 その他種類 地方債残高 政府資金
地方公共団体
金融機構

市中銀行
その他の
金融機関



②地方債（利率別）の明細（普通会計） （単位：円）

205,363,377 198,661,321 6,702,056 0.15%

③地方債（返済期間別）の明細（普通会計） （単位：円）

205,363,377 6,702,056 0 10,850,814 94,704,552 58,116,093 27,582,062 7,407,800

④特定の契約条項が付された地方債の概要（普通会計）　（該当なし） （単位：円）

５年超
10年以内

10年超
15年以内

15年超
20年以内

20年超

特定の契約条項が
付された地方債残高

契約条項の概要

3.5％超
4.0％以下

4.0％超
（参考）
加重平均
利率

地方債残高 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

地方債残高 1.5％以下
1.5％超
2.0％以下

2.0％超
2.5％以下

2.5％超
3.0％以下

3.0％超
3.5％以下



　

⑤引当金の明細（普通会計） （単位：円）

目的使用 その他

退職手当引当金 228,847,999 0 10,166,155 218,681,844

賞与引当金 18,387,595 18,619,083 18,387,595 18,619,083

合計 247,235,594 18,619,083 28,553,750 0 237,300,927

区分 前年度末残高 本年度増加額
本年度減少額

本年度末残高



２．行政コスト計算書の内容に関する明細（普通会計）　

（１）補助金等の明細

名称

計

退 職 手 当 組 合 積 立 金

最終処分場地元対策費負担
金

水道整備事 業負 担金

そ の 他

計 116,766,180

116,766,180

退 職 手 当 引 当 金千葉県市町村総合事務組合 37,259,134

印 西 市 7,394,156 環 境 衛 生

71,366,910印 西 市 水 道 事 業
吉田地区水道整備に対す
る負担金

745,980

合計

その他の補助金等

（単位：円）

区分 相手先 金額 支出目的

他団体への公共施設等整備補助金等
(所有外資産分)



（１）財源の明細 （単位：円）

会計 区分 財源の内容 金額

分担金及び負担金 2,261,901,000

2,261,901,000

国庫支出金 61,133,960

都道府県等支出金

計 61,133,960

国庫支出金

都道府県等支出金

計 0

61,133,960

2,323,034,960

分担金及び負担金 28,219,000

28,219,000

国庫支出金

都道府県等支出金

計 0

国庫支出金

都道府県等支出金

計 0

0

28,219,000

普通会計 2,351,253,960総　　合　　計

墓地事業特別会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合　　計

３．純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合　　計



国県等補助金 地方債 税収等 その他

純行政コスト 2,809,026,094 61,133,960 0 2,290,120,000 457,772,134

有形固定資産等の増加 339,775,677 339,775,677

貸付金・基金等の増加

その他

合計 3,148,801,771 61,133,960 339,775,677 2,290,120,000 457,772,134

（２）財源情報の明細（普通会計） （単位：円）

区分 金額

内訳



（１）資金の明細 （単位：円）

種類 本年度末残高

現金

要求払預金 170,801,555

短期投資

合計 170,801,555

４．資金収支計算書の内容に関する明細（普通会計）



１　重要な会計方針（各会計共通）
（１）有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア昭和５９年度以前に取得したもの
イ昭和６０年度以降に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地については、該当事項はありません。
②無形固定資産

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
該当事項はありません。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当事項はありません。

（４）有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物　　　　１０年から３８年
工作物　　　３８年から６０年
物品　　　　　３年から７年

②無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・・・・定額法
（ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③リース資産・・・・・・・・・・・定額法

（５）引当金の計上基準及び算定方法
①投資損失引当金

該当事項はありません。
②徴収不能引当金

該当事項はありません。
③退職手当引当金

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給され
た額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち印西地区環境整備事業組合へ按分される額を加算した額を控除
した額を計上しています。

④損出補償等引当金
該当事項はありません。

⑤賞与等引当金
翌年６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込み額について、それぞれ本会計年度の
期間に対応する部分を計上しています。

（６）リース取引の処理方法
該当事項はありません。

（７）資金収支計算書における資金の範囲
現金（要求払預金）
なお、現金には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払を含んでいます。

（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
①物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価格又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計上しています。
ソフトウェアについても物品の取扱に準じています。

②資本的支出と修繕費の区分基準
資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が６０万円未満であるとき、又は固定資産の取得価格等の概ね１０％未満相当額
以下であるときに修繕費として処理しています。

２　重要な会計方針の変更等
該当事項はありません。

３　重要な後発事象
該当事項はありません。

４　偶発債務
該当事項はありません。

５　追加情報
（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
一般会計
墓地事業特別会計

②地方自治法２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間における現金の受払等を終了した後
　の計数をもって会計年度末の計数としています。
③利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

該当事項はありません。
④繰越事業に係る将来の支出予定額

該当事項はありません。
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